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安保法案、２７日にも参院審議入り＝国会正常化へ

自民、民主両党は２２日、安全保障関連法案を審議する参院特別委員会の委員数を４５人とし、少数野党を含む全１１会派で構成することで合意した。自民党が野党側に配慮した。早ければ２７日の本会議で同法案の趣旨説明と質疑を行い、審議入りする見通し。参院選挙制度改革のための公職選挙法改正案は２４日にも参院で採決される運びで、国会は正常化する方向となった。

　野党側は与党が安保法案の衆院通過を強行したとして反発、一切の法案審議を拒否し、国会は空転していた。安保法案を審議する参院特別委の設置は２４日の本会議で議決される見込み。
　安保法案について与党側は、９月上旬までの成立を目指す。参院での丁寧な審議を通じて、国民の理解を深めたい考え。民主党など野党側は衆院に続き、法案の「違憲性」を追及する方針だ。　
　特別委の設置をめぐっては、自民党の吉田博美、民主党の榛葉賀津也両参院国対委員長が２２日、国会内で会談。これまで自民党は「３５人」を主張してきたが、増員を求める民主党に歩み寄り、全１１会派での構成を受け入れた。衆院で安保法案を審議した特別委員会（４５人）は自民、公明、民主など５会派で構成し、少数会派は除外されていた。
　また、吉田、榛葉両氏は、新国立競技場の建設計画見直し問題などに関する参院予算委員会の集中審議についても、安保法案の審議入り後の「近いうち」に行うことで一致した。（時事通信2015/07/22-20:15）2015/07/22-20:15

２７日の参院審議入り調整　安保法案で自民・民主

　自民、民主両党は２２日、集団的自衛権の行使を可能にする安全保障関連法案の参院審議を２７日に始める方向で調整に入った。民主党の榛葉賀津也参院国対委員長が、参院野党９会派の国対委員長らの会談で明らかにした。参院選挙制度改革に関する公選法改正案は２４日にも採決される見通しで、安保法案の衆院採決強行により空転が続く国会は正常化する公算が大きくなった。

　与野党は２３日に参院議院運営委員会の理事会を開き、参院本会議の日程を協議する。自民党と維新の党など４野党が共同提出を予定する公選法改正案を２４日に採決し、併せて安保法案審議のための特別委員会設置を議決する方針。2015/07/22 21:45   【共同通信】
安保法案 来週から参議院で審議へ 
ＮＨＫ　7月23日 4時03分

今の国会の最大の焦点となっている安全保障関連法案が先週、衆議院を通過したことを受けて、参議院では２４日の本会議で法案を審議する特別委員会の設置が決まる見通しで、来週から参議院での法案審議が始まる見込みです。

安全保障関連法案を巡って、自民党と民主党の参議院の国会対策委員長が２２日、会談し、法案を審議するための特別委員会の委員の数を４５人として、参議院の１１の会派すべてが委員を出せるようにすることで一致し、２４日の参議院本会議で特別委員会の設置が正式に決まる見通しです。
　これを受けて、来週から参議院本会議で法案の趣旨説明と安倍総理大臣らに対する質疑が行われるのに続いて、特別委員会でも審議が始まる見込みです。
　与党側は各種の世論調査で、法案への国民の理解が進んでいない状況が指摘されていることも踏まえ、参議院での審議では与党の質問時間をより多く確保して、政府側に法案の必要性など分かりやすい説明を促す方針です。
　これに対し、野党側は民主党の枝野幹事長が「審議をすればするほど、反対が強くなる自信と確信がある」と述べるなど、法案の問題点を世論に訴えて、成立を阻止したいとしているほか、参議院予算委員会で新国立競技場の整備計画を巡って、安倍総理大臣や下村文部科学大臣の責任を追及する方針で、与野党の対決色が強まることも予想されます。 

安保法案 参院特別委 全会派参加で一致 
ＮＨＫ　7月22日 15時01分
自民党と民主党の参議院の国会対策委員長が会談し、安全保障関連法案を審議するための特別委員会について、参議院の１１の会派すべてが委員を出せるようにすることで一致し、２４日の参議院本会議で設置を決める方向で調整を進めることになりました。

今の国会の最大の焦点となっている安全保障関連法案を巡って、自民党と民主党は参議院でも特別委員会を設置して法案の審議を行うことで合意しており、２２日、自民党の吉田参議院国会対策委員長と民主党の榛葉参議院国会対策委員長が会談しました。
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この中で、民主党の榛葉氏は、委員会の規模について「できるだけ多くの会派が参加できるようにすべきだ」と求めたのに対し、自民党の吉田氏も、「幅広い会派による質疑で国民の理解を深めたい」と受け入れ、委員の数を４５人とし、参議院の１１の会派すべてが委員を出せるようにすることで一致しました。そして、２４日の参議院本会議で特別委員会の設置を決める方向で調整を進めることになりました。
　また、榛葉氏が新しい国立競技場の整備計画やＴＰＰ＝環太平洋パートナーシップ協定の交渉など国政の課題が山積しているとして、参議院予算委員会を開いて集中審議を行うよう求め、吉田氏も応じる考えを示して、今後、日程などを協議することになりました。 

安保法案：２７日にも参院審議入り　特別委４５人で合意

毎日新聞　2015年07月22日　21時42分

　自民党の吉田博美、民主党の榛葉賀津也両参院国対委員長は２２日、国会内で断続的に会談し、安全保障関連法案を審議する参院の特別委員会の委員数を野党側の要求通り４５人とすることで合意した。合意を受け、２４日の本会議で特別委の設置を議決する。安保関連法案は早ければ２７日の本会議で趣旨説明を行い参院でも審議入りする方向となった。

　委員数を巡っては、自民党が３５人を提案していたのに対し、野党側が少数会派にも委員を割り当てるため４５人とするよう求めていた。ただ、協議が長引けばそれだけ審議入りが遅くなることに加え、議論の入り口で野党側に配慮を示すことで審議が円滑に始められるとの期待などから、自民側が妥協した。

　野党側の要求を丸のみしたことについて、参院自民幹部は「衆院と比べ、参院では与党の議席の割合は高くない。このぐらいの譲歩は仕方がない」と語った。

　各会派への割り当ては、自民２０▽民主１１▽公明４▽維新２▽共産２▽元気１▽次世代１▽無所属１▽社民１▽生活１▽改革１−−となる。委員長には自民党の鴻池祥肇元防災担当相を充てる方向。

　これに関連し、安倍晋三首相は２２日、河村建夫元官房長官と会談し、「国連平和維持活動（ＰＫＯ）協力法の成立時も、国民の多くは反対した。あの時も大きな転換期だったが今回も同じような流れだ。もっと説明しなければならない」と述べ、関連法案の説明に尽力する姿勢を示した。首相は連日、民放テレビに出演し、分かりやすく説明しようと例え話を交えて関連法案の趣旨を伝えている。

　しかし、２２日の自民党総務会では「首相のテレビ出演は分かりにくいところがある」などと首相の説明に疑問を呈する意見が出た。

　総務会ではこのほかにも「平和主義が脅かされるのではないかとの疑念が払拭（ふっしょく）されていない」「女性の理解が進んでいない。徴兵制につながるのではないかなどといった不安を解消するように努めるべきだ」などと政府側への注文が相次いだ。【佐藤慶、水脇友輔】

産経新聞　2015.7.22 22:34更新 
【安保法案】参院特別委２４日設置で正式合意　与党の質問時間増え様相一変へ　委員４５人で全１１会派参加

自民党の吉田博美、民主党の榛葉賀津也両参院国対委員長が２２日、国会内で会談し、安全保障関連法案を審議する特別委員会について、全１１会派が委員を出す４５人とすることで合意した。特別委設置は２４日の本会議で正式決定し、２７日にも安倍晋三首相が本会議に出席して審議入りする。衆院と比べ参院では与党の質問時間が増える見通しで、衆院審議とは様相が一変することになりそうだ。

　民主党は特別委に関し、少数会派の参加が可能な４５人規模を強く求めてきた。自民党が譲歩した形で、榛葉氏は会談後、記者団に「満額以上」と絶賛した。

　委員の配分は自民党２０、民主党１１、公明党４、維新の党と共産党が各２。これに加え、参院では新たに日本を元気にする会、次世代の党、無所属クラブ、社民党、生活の党と山本太郎となかまたち、新党改革の６会派が１人ずつ委員を確保した。改革は、数字の上では割り当てがなく、自民党が委員枠を１人譲った。

　衆院と比べ委員数が劣勢となる与党だが、質問時間は逆に増える見通しだ。衆院では、与野党間の合意で質問時間の配分を「与党１対野党９」としていた。与党の質問が極端に少なかったため、首相らの説明を十分に引き出せず、野党の追及に追われた。「国民に理解してもらう上で大変問題があった」（自民党の高村正彦副総裁）との認識だ。

　だが、参院の質問時間は原則、会派の人数に応じて割り当てられ、野党への多少の配慮があったとしても、与党の質問時間は大幅に増えることになる。
　衆院では自民、民主、維新の各理事による「３者協議」で運営にあたったが、維新の議席数が少ない参院は自民、民主両党の筆頭理事間の協議が基本となる。また、次世代と改革は法案に賛成の立場で、野党の批判が目立った衆院とは違った審議風景となりそうだ。

　入り口段階では円満に見える参院だが、与党にとってハードルは多い。自民、民主両党は首相出席でテレビ中継入りの質疑を２日間行うことで一致。榛葉氏は首相出席の質疑をさらに１日求めている。新国立競技場建設見直し問題などをテーマとした参院予算委員会の集中審議も開く方向だ。

　民主党の枝野幸男幹事長は２２日の記者会見で「審議すればするほど反対の声が強くなるとの自信と確信を持っている。さらなる国民の反対の声を広めていきたい」と決意を語った。

産経新聞　2015.7.22 19:43更新 
【安保法案】「世論で採決不能に」志位氏、廃案目指す




共同通信加盟社論説研究会で講演する共産党の志位委員長＝２２日午後、東京都中央区 

　共産党の志位和夫委員長は２２日、共同通信加盟社論説研究会で講演し、安全保障関連法案について「反対する国民の声が７、８割の圧倒的多数になり内閣支持率が２割台に落ちれば、安倍政権は立ち往生して採決不能になる」と強調した。参院審議でも野党共闘を進める考えを示し「廃案に追い込むチャンスは大いにある」と訴えた。

　安倍晋三首相がテレビ番組で、法案を火事に例えて説明したことに対し「戦争を火事に例えること自体が成り立たない。説明不能になっているのは誰の目にも明らかだ」と批判。「軍事に軍事で対応するのが一番危険だ。平和的、外交的な解決に徹するべきだ」と指摘し、対案策定には否定的な考えを示した。

火事の例え「分かりにくい」＝安倍首相の法案説明、自民からも批判
安倍晋三首相がテレビ番組で安全保障関連法案の説明をした際に「隣家の火事」の例えを持ち出したことをめぐり、２２日の自民党総務会で出席議員から「分かりにくい」などと批判する声が上がった。野党側も首相の姿勢を問題視しており、同法案の参院審議で論議を呼びそうだ。

　総務会で出席者の一人は「例え話を使わず論破していく方が分かりやすい。聞いていてすっきりしない」と発言。別の議員は、政府が集団的自衛権行使の事例とするホルムズ海峡での機雷掃海について、「（核問題の合意が成立した）今のイラン情勢を見ていると、おとといの話をしているみたいだ」と指摘した。
　また、民主党の榛葉賀津也参院国対委員長も同日の記者会見で、「火事に例えたり、不良仲間から襲われる例を出したり、余計に分からなくなっている。現場の自衛官に失礼だ」と述べた。　（時事通信2015/07/22-18:59）

安保法案、連日テレビで説明＝支持率急落に危機感－安倍首相
安倍晋三首相は２１日、安全保障関連法案の必要性を訴えるため、ＢＳ日テレの番組に出演した。首相は２０日もフジテレビの番組で法案内容を詳述。個別法案の説明のため、首相自らが連日テレビに登場するのは異例だ。背景には、同法案への理解が広がらず、各種世論調査での支持率急落につながっているとの強い危機感があるためだ。

　「残念ながら厳しい批判がある。この批判に耐えながら、きっちり説明し尽くしていく責任が私にある」。首相は２１日のＢＳ日テレで、同法案に関し、丁寧な説明に努めていく考えを強調した。
　同日の番組で首相は、集団的自衛権行使の対象となり得る「わが国と密接な関係にある他国に対する武力攻撃」を隣家での火事に例え、イラストを使いながら法案の必要性を訴えた。２０日のフジテレビでは、同じ趣旨の例え話のため模型を用いた。政府関係者は「国民に分かりやすく語るための工夫だ」と解説する。
　しかし、民主党の細野豪志政調会長は２１日の記者会見で、「火事と自衛の問題はまったく性質が違う。事例は説明として稚拙だ」と厳しく批判。「これで国民の理解が得られると思っているなら、国民をばかにしている」と切り捨てた。
　これに対し、菅義偉官房長官は会見で、「指摘は全く当たらない。極めて分かりやすかったという方を何人も聞いている」と反論。首相は今後もテレビを通じて国民に発信していく意向で、首相周辺は「オファーがあれば、いつでも受ける」としている。今月６日から計５回出演した自民党のインターネット番組をさらに活用することも検討している。（時事通信2015/07/21-18:37）2015/07/21-18:37

【内閣支持率急落】政権立て直しに躍起 「逆効果」と懸念も
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	　安保法案をめぐる与野党幹部の主な発言（似顔　本間康司） 


　安全保障関連法案をめぐる内閣支持率の急落を受け、安倍晋三首相はテレビ番組に相次いで出演し、政権の立て直しに躍起となっている。模型や例え話を用いて国民に分かりやすい説明を試みるが、政権内からは「かえって野党に付け入る隙を与えかねない」（政府関係者）として、逆効果との懸念も出ている。 

　▽焦り

　「支持率のために政治をやっているわけではない。国民の命、国を守っていく責任感を持って仕事を進めていきたい」。首相は２１日のＢＳ日テレ番組収録で、政権運営への意欲を重ねて示した。ただ２０日に続く連日の番組出演については「首相の焦りの表れ」（閣僚経験者）との見方が強い。

　菅義偉官房長官は２１日の記者会見で「戦争法案、徴兵制が復活するとか、一部野党やマスコミによって誤解されている。なぜ（法案が）必要か国民の皆さんに丁寧に説明していくためだ」と首相の意向を代弁した。

　衆院審議を通じて政権側は、憲法学者の「違憲」批判や自民党若手勉強会での報道圧力発言などへの対応に追われた。政府筋は「思ったより余分なことがあり、ダメージが大きかった」と本音をのぞかせる。

　▽高揚感

　２０日の民放番組では、首相の希望で日本や米国に例えた家の模型を作り、法案の必要性を訴えた。与党内には「視覚に訴えたのは効果的だった」（公明党幹部）と評価する意見がある一方、「テレビに出ても悪い流れは変えられない」（自民中堅）と冷ややかな声もくすぶる。

　民主党は、報道各社の世論調査で内閣支持率が下落している現状について「衆院での採決強行で政権批判が増した」（枝野幸男幹事長）と分析。首相の「稚拙な説明」（細野豪志政調会長）を取り上げて世論への訴えを強め、倒閣に向けた手掛かりを探る構えだ。採決強行後、街頭演説に臨んだ閣僚経験者は「これほどの人が集まったのは２００９年の政権交代直前以来だ」と高揚感を隠さなかった。

　新たな論戦の舞台となる参院では「早期に審議入りして追及を強める」（民主党幹部）作戦も視野に入れる。「議論をするほど違憲という声が高まる」（羽田雄一郎参院幹事長）というわけだ。

　▽火種

　攻勢をかける民主党にとって悩ましいのは「対案」の扱いだ。首相は「対案を出さない」と民主党批判を強めている。１月の民主党代表選で岡田克也代表と争った細野氏は ２０日夜、 党内保守系議員と会合を開き、対案の早期策定を訴えた。しかし岡田、枝野両氏は「違憲の政府法案と同じ土俵には乗れない」として対案の国会提出には慎重で、党内に対立の火種が残る。

　衆院では与党と野党の質問時間配分が１対９程度だったのを踏まえ、首相サイドは「与党の質疑時間を使って丁寧に答弁したい」（官邸筋）と巻き返しを目指す。参院審議には、衆院で委員を出せなかった次世代の党が参戦する見通しで、民主党の参院幹部は「次世代は安倍親衛隊だ」と野党の足並みの乱れを警戒する。

（共同通信）2015/07/22 19:05 

「野党の質問、総理暴走する印象与えた」　自民・高村氏

朝日新聞デジタル　2015年7月22日18時16分

■自民党・高村正彦副総裁

　（衆院での安保法案の質問時間について）野党１人あたり７時間、与党１人あたり３０分という結果になったことは、国民に理解していただく上でも大変問題があった。与党の側が、何もしなければ国民全体にどういうリスクがあるか、平和安全法制によって紛争を未然に防止できるのか。そういったことをしっかり政府から説明を引き出す必要があったにもかかわらず、それが十分出来なかった。一方で野党は、歯止めとか、自衛隊員のリスクとか集中的に質問をして、あたかも朝鮮半島の独裁者が暴走するリスクよりも、民主的に選ばれた日本の内閣総理大臣が暴走するリスクの方が大きいのではないかという前提にたったような印象を国民に与えた。良識の府においては、議員数に応じた質問時間とまではいかないまでも、そこを基本にして、質問時間数を決めてほしい。（自民党本部で記者団に）

毎日新聞世論調査：内閣支持率急落、政治感情の変化鮮明に　ポジティブ層が「反安倍」シフト

毎日新聞　2015年07月22日

　毎日新聞が１７、１８両日に実施した全国世論調査で、安倍内閣の支持率が第２次安倍内閣発足後では最低の３５％に落ち込み、不支持率も初めて過半数の５１％に達した。この１年間の支持率は４５％前後で推移していたが、初めて４０％を割ったことで、安倍政権を取り巻く政治情勢は新たな局面に入ったと言えそうだ。その直接の要因は安全保障関連法案を巡る政府・与党への世論の反発だが、それが安倍晋三首相の支持基盤にもたらした変化を世論調査の結果から分析する。【世論調査室・今村茜】
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内閣支持率と政治感情の推移

　◇５月調査以降、政治感情に変化

　毎日新聞がほぼ毎月実施している全国世論調査では、「政治感情分析」として、政治に対する喜怒哀楽などの感情を尋ねている。「今の政治についてどのように感じていますか」との問いに「頼もしい」「イライラする」「悲しい」「安心する」「なんとも感じない」の五つの選択肢から回答を選んでもらう。今回の調査では「イライラ」４０％▽「悲しい」２６％▽「なんとも感じない」１２％▽「頼もしい」７％▽「安心」５％▽無回答１０％−−だった。

　今年４月まで、この質問に対する回答の比率に大きな変動はなかった（３月調査まで「ほっとする」だった選択肢を４月から「安心する」に変更）。だが、内閣支持率が低下傾向に転じた５月の調査以降、政治感情の回答にも明確な変化が生じた。

　５月２３・２４日、７月４・５日、７月１７・１８日の調査結果を順番に並べてみよう。便宜的に「イライラ」と「悲しい」を政治にネガティブな感情を抱いている層、「頼もしい」と「安心する」をポジティブな感情の層、「なんとも感じない」と無回答を政治に無関心な層として分類してみると、ネガティブ層（５０％→５９％→６６％）▽ポジティブ層（１８％→１５％→１２％）▽無関心層（３２％→２６％→２２％）−−となる。もともと多かったネガティブ層がさらに急増し、ポジティブ層と無関心層がその分、減少していることが鮮明に分かる。

　◇安保関連法案でポジティブ層も無関心層も「説明不十分」

　今回の調査で、政治感情の回答別に内閣支持率をみると、「頼もしい」と答えたうちのほぼ全員と、「安心する」の８割が安倍内閣を支持している。このポジティブ層こそ、安倍首相の支持基盤の中でも「岩盤」といえそうだ。

　これまで４０％台の内閣支持率を維持してきた基盤のもう一つが無関心層だ。今回の調査では、「なんとも感じない」と無回答のほぼ半数が安倍内閣を支持し、ほぼ４人に１人が不支持だった。政治に関心はないが、その半数はなんとなく安倍内閣を支持する層という見方ができる。

　一方、「イライラ」の６割、「かなしい」の８割は安倍内閣を支持せず、政治にネガティブな層の大半はそのまま安倍首相に対してもネガティブな感情を持っていることが分かる。

　つまり、安倍首相を支持する「岩盤」のポジティブ層と「なんとなく支持」の多い無関心層の中から、一部が「反安倍」感情の強いネガティブ層へシフトし、それが内閣支持率の急落につながったことがうかがえる。

　安保関連法案をめぐっては、今回の調査でネガティブ層の９割以上が政府・与党の国民への説明が「不十分だ」と答え、８割以上が衆院特別委員会での強行採決が「問題だ」としている。ネガティブな感情の背景に、国民の理解を得ないまま強引に法案の成立を目指す政府・与党への反発があるのは間違いない。

　ポジティブ層と無関心層でも過半数は国民への説明が「不十分だ」と答えている。安保関連法案の論戦の舞台は参院へ移るが、今後の審議次第ではポジティブ層・無関心層からネガティブ層へのシフトがさらに広がる可能性もあり、政治感情の動向に注目していきたい。

　◇調査の方法

　７月１７、１８日の２日間、コンピューターで無作為に数字を組み合わせて作った電話番号に、調査員が電話をかけるＲＤＳ法で調査した。福島第１原発事故で帰還困難区域などに指定されている市町村の電話番号は除いた。有権者のいる１７６０世帯から、１０４８人の回答を得た。回答率は６０％。

改憲３２％、変えない６０％　戦後７０年世論調査

　共同通信社は戦後７０年に当たり、憲法改正の是非など国民の意識を探るため５～６月に郵送方式で世論調査を実施した。憲法について「このまま存続すべきだ」は６０％で、「変えるべきだ」の３２％を上回った。戦後の歩みの中で良かったこと（二つまで回答）は「国が復興し経済的に発展した」の５５％、「他国と戦争せず平和だった」の５４％が上位。

　戦後５０年を前に日本世論調査会が実施した９４年の面接調査では、憲法に関し「このまま存続」は５５％、「変える」は３４％だった。戦後７０年を迎え、安倍政権による安保政策の変質が進む中、憲法や平和の重要性が再認識されているといえそうだ。2015/07/22 07:00   【共同通信】

【戦後７０年世論調査】 改憲３２％、変えない６０％／経済発展、平和を評価／「平和主義」定着　 　
　共同通信社は戦後７０年に当たり、憲法改正の是非など国民の意識を探るため５～６月に郵送方式で世論調査を実施した。憲法について「このまま存続すべきだ」は６０％で、「変えるべきだ」の３２％を上回った。戦後の歩みの中で良かったこと（二つまで回答）は「国が復興し経済的に発展した」の５５％、「他国と戦争せず平和だった」の５４％が上位となった。

　戦後５０年を前に日本世論調査会が実施した１９９４年７月の面接調査では、憲法に関し「このまま存続」は５５％、「変える」は３４％だった。戦後７０年を迎え、集団的自衛権行使を容認する憲法解釈変更をはじめ安倍政権による安全保障政策の変質が進む中、憲法や平和の重要性が再認識されているといえそうだ。

　日中戦争と太平洋戦争について「戦争体験を含め直接知っている」との回答は６％にとどまった。先の戦争の評価を「侵略戦争」とした人は４９％で、「自衛の戦争」は９％。「どちらともいえない」が４１％を占めた。

　憲法を変えないという人が評価する点（二つまで回答）は「戦争放棄・平和主義」が８８％で最多。「基本的人権の尊重」５１％、「象徴天皇制・国民主権」３１％が続いた。

　変えるべきだとする人が憲法で評価しない点（同）は「戦争放棄・平和主義」３６％、「占領軍が起草」３４％、「環境権などの不備」２４％の順だった。平和主義をめぐる考え方の違いが評価を左右した形だ。安保関連法案の国会審議で、平和主義が論点になったことも影響したとみられる。

　「戦後の歩みの中で、特に問題だと思うもの」（二つまで回答）は「家庭や地域社会の連帯感が薄らいだ」が３０％、「環境破壊が進んだ」が２８％だった。

　日本が「悪い方向」に向かっていくと答えたのは「どちらかといえば」を含め計５２％で、「どちらかといえば」を含めた「良い方向」の計４６％よりも多かった。取り組むべき課題（三つまで回答）は「少子高齢化」「年金・医療制度」「財政赤字」の順となった。

　日本外交で重視すべきなのは「アジア諸国との関係」が最多の４２％。中国、韓国との関係改善に努力すべきだとの回答は共に７０％以上だった。
　
　◎国民に「平和主義」定着

　戦後７０年の世論調査で鮮明になったのは、「平和国家」としての戦後の歩みと日本国憲法を肯定的に評価する国民意識だ。戦争を直接知る世代は少なくなり、終戦の２年後に施行された憲法の改正が具体的な課題として取りざたされる。しかし平和主義は国民の間にしっかりと定着しているといえよう。

　今回の調査で憲法は「このまま存続すべきだ」との回答は６０％と約２０年前の調査の５５％よりも増えた。 存続と答えた人に憲法を評価する点（複数回答）を聞くと 「戦争放棄・平和主義」を挙げた人が８８％にも達する。

　戦後の評価（複数回答）でも「国が復興し経済的に発展した」「他国と戦争せず平和だった」の２項目が上位を占めた。経済発展も平和という前提条件があったからだ。

　一方で日本の将来を 「どちらかといえば」を含めて「悪い方向」と答えた人の多くは憲法は「存続すべきだ」と回答し、「どちらかといえば」を含めた「良い方向」では存続と改正の差が縮まる。改憲を宿願とする安倍晋三首相が率いる政権への評価が将来に対する見方の「二分化」につながっているとも分析できそうだ。

　今後の課題として上位に並んだ「少子高齢化」や「年金・医療制度」などの対策は時に痛みも伴うものだ。二分化する国民意識を「統合」し、幅広い合意を形成する取り組みが、政治に課せられた責務といえよう。

（共同通信）2015/07/22 10:33 

